
	契約番号　第　　　　　　　　号
賃貸借契約書
【頭書】
１　物件の名称　　　仙台市立病院カーテン等賃貸借　　　　　　　　　　　　　　　
（物件の詳細は別紙仕様書のとおり）

２　賃貸借期間　　令和２年４月　１日　から

（契約期間）　　　令和７年　３月３１日　まで

３　設置場所　　　仙台市立病院（仙台市太白区あすと長町一丁目1番1号）　
４　物件納入期限　　令和２年３月３１日

５　賃借料　　別記１のとおり

６　契約保証金　　別記１のとおり
上記１の物件について，仙台市病院事業管理者を発注者（賃借人），
消費税及び地方消費税に係る

　税業者　　　　　　　　　　　　　　　　　を受注者（賃貸人）とし，
別紙賃貸借契約約款により賃貸借に関する契約を締結する。
令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　仙台市若林区清水小路3番地の1
 　　発注者（賃借人）　　　仙　　台　　市

　　病院事業管理者　　亀　山　　元　信　　 印
 　　　　　　　　　　　　　住　所

 　　受注者（賃貸人）
 　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 印


	


【賃貸借契約約款】
（目　的）

第１条　発注者は，受注者から別記２記載の物件（以下「物件」という。）を借入れ，受注者にその賃借料を支払うものとする。

（定義）

第１条の２　この契約書において「遅延損害金約定利率」とは，契約締結日における，政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率をいう。

（契約期間）

第２条　物件の賃貸借期間（以下「契約期間」という。）は，頭書に定めるとおりとする。
（契約保証金）

第３条　契約保証金は別記１に定めるとおりとする。

（設置場所）

第４条　物件の設置場所は，頭書に定めるとおりとする。

（物件の納入期限）

第５条　受注者は頭書に定める物件納入期限までに，頭書に定める設置場所に物件を設置しなければならない。
（賃借料）

第６条　発注者は，別記１に従い，物件の賃借料を受注者に支払うものとする。
（賃借料の請求及び支払い）

第７条　賃借料の支払方法及び請求方法は別記１に定めるとおりとする。
２　発注者は，前項の規定に基づいて，請求書を受理した日から３０日（請求書の内容の全部又は一部が不当であることにより返付した場合は，返付した日から是正された請求書を受理した日までの日数を除く。）以内にこれを支払うものとする。

３　発注者は，前項に規定する日までに賃借料を支払わない場合には，その翌日から支払いをする日までの日数について当該賃借料に遅延損害金約定利率の割合で算出した遅延利息を付して支払うものとする。

（物件の引き渡し）

第８条　受注者は，頭書に定める物件納入期限までに物件を，頭書に定める設置場所に設置し，発注者が使用できる状態に調整して発注者に引き渡すものとする。

（所有権の表示）

第９条　受注者は，物件に受注者の所有に属する旨の表示をすることができる。

（物件の管理）

第10条　発注者は，善良な管理者の注意をもって物件を使用しなければならない。

（点検及び秘密の保持）

第11条　受注者は，契約期間中頭書に定める設置場所に立ち入って点検できるものとし，発注者は，受注者の点検に協力するものとする。この場合において，受注者はその身分を証明する証票を携行しなければならない。

２　受注者は，前項の立ち入りに際して知り得た発注者の業務上の秘密を漏らしてはならない。

（現状変更）

第12条　発注者は，物件を頭書に定める設置場所から移動したり他の物件を付着させ，又は一部を除去，若しくは取り替え等の現状の変更をする場合，事前に受注者から承認を得るものとする。

（保険）

第13条　受注者は，物件に対して，受注者の費用で動産総合保険を掛けるものとする。

（違約金）

第14条　受注者の責めに帰すべき事由により，頭書に定める物件納入期限までに物件を納入することができない場合には，発注者は受注者に対し賃借料の総額（契約期間内に支払われるべき賃借料の総額）に，遅延日数に応じ，遅延損害金約定利率の割合で計算した額を，違約金として徴収するものとする。

（損害賠償）

第15条　発注者の責めに帰すべき事由により物件に損害を与えた場合には，受注者は発注者に対し，その賠償を請求することができるものとする。また，受注者の責めに帰すべき事由により発注者に損害を与えた場合は，発注者は受注者に対し，その賠償を請求できるものとする。この場合において，損害賠償の額は発注者と受注者とが協議して定めるものとする。

２　第13条の動産総合保険により補填された損害については，受注者は補填された額を超える部分に限り，その賠償を発注者に対して請求することができる。

３　発注者及び受注者双方の責めに帰することができない事由により物件に損害が生じた場合（次条第１項及び第16条第１項に規定する場合を除く。）における当該物件の修繕費用は，受注者がこれを負担する。

（物件の全部滅失による賃借料の取扱い）

第15条の２　発注者及び受注者双方の責めに帰することができない事由により物件の全部が滅失したときは，受注者は発注者に対し，当該滅失の日から契約期間の満了の日までの賃借料を請求することができない。

２　発注者の責めに帰すべき事由により物件の全部が滅失したときは，受注者は前項の賃借料を請求する権利を失わない。この場合において，自己の債務を免れたことによって利益を得たときは，これを発注者に償還しなければならない。

（物件の一部滅失による賃借料の減額等）

第15条の３　物件の一部が発注者の過失によらないで滅失したときは，発注者は受注者に対して，その滅失した部分の割合に応じて賃借料の減額を請求することができる。

２　前項の場合において，残存する部分のみでは発注者が賃借をした目的を達成することができないときは，発注者はこの契約の解除をすることができる。
（契約の解除）

第16条  前条第２項の場合のほか，発注者及び受注者双方の責めに帰することができない事由により，この契約の存続が不可能と認められる場合には，発注者又は受注者はこの契約を解除することができる。

２　発注者又は受注者は，相手方が正当な理由なくこの契約の全部または一部の履行を怠ったときには，この契約を解除することができるものとする。この場合に損害が生じたときは，履行を怠った者がその責めを負うものとし，損害の額については，発注者と受注者とが協議して定めるものとする。

（談合による解除）

第16条の２　発注者は, 受注者がこの契約に関し次の各号のいずれかに該当するときは, この契約を解除することができる。

一　受注者に対してなされた私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第49条第１項に規定する排除措置命令が，同条第７項又は同法第52条第５項の規定により確定したとき。　

二　受注者に対してなされた独占禁止法第50条第１項に規定する課徴金の納付命令が，同条第５項又は独占禁止法第52条第５項の規定により確定したとき。

三　受注者に対してなされた独占禁止法第66条に規定する審決（同条第３項の規定による原処分の全部を取り消す審決を除く。次号において「受注者に対してなされた審決」という。）に対し，受注者が当該審決の取消しの訴えを同法第77条第１項に規定する期間内に提起しなかったとき。

四　受注者に対してなされた審決に対し，受注者が独占禁止法第77条第１項の規定により当該審決の取消しの訴えを提起した場合において，当該訴えを却下し，又は棄却する判決が確定したとき。

五　受注者（受注者が法人の場合にあっては，その役員又は使用人）が，刑法（明治40年法律第45号）第96条の６の規定による刑に処せられたとき。

２　前条第２項後段の規定は, 前項による解除の場合に準用する。

（暴力団等排除に係る解除等）
第16条の３　発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。
一　受注者の代表役員等（仙台市市立病院入札契約暴力団等排除要綱（平成20年10月31日管理者決裁。以下「要綱」という。）別表第1号に規定する代表役員等をいう。以下同じ。）又は一般役員等（要綱別表第１号に規定する一般役員等をいう。以下同じ。）が暴力団員（要綱第２条第４号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)若しくは暴力団関係者（要綱第２条第５号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）であると認められるとき又は暴力団員若しくは暴力団関係者が事実上経営に参加していると宮城県警察本部（以下「県警」という。）から通報があり，又は県警が認めたとき。
二　受注者（その使用人（要綱別表第２号に規定する使用人をいう。）が受注者のために行った行為に関しては，当該使用人を含む。以下この条において同じ。），受注者の代表役員等又は一般役員等が，自社，自己若しくは第三者の不正な利益を図り，又は第三者に損害を与える目的をもって，暴力団等（要綱第１条に規定する暴力団等をいう。以下同じ。）の威力を利用していると県警から通報があり，又は県警が認めたとき。
三　受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると認められる法人等に対して，資金等を提供し，又は便宜を供与するなど積極的に暴力団（要綱第２条第３号に規定する暴力団をいう。）の維持運営に協力し，若しくは関与していると県警から通報があり，又は県警が認めたとき。
四　受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等と社会的に非難される関係を有していると県警から通報があり，又は県警が認めたとき。
五　受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等であることを知りながら，これを不当に利用する等の行為があったと県警から通報があり，又は県警が認めたとき。
２　受注者が共同企業体である場合，その代表者又は構成員が前項各号のいずれかに該当したときは，同項の規定を適用する。
３　第16条第２項後段の規定は，前２項の規定による解除の場合に準用する。
４　受注者は，この契約の履行に当たり暴力団等から不当介入（要綱第２条第６号に規定する不当介入をいう。以下同じ。）を受けたときは，速やかに所轄の警察署への通報を行い，捜査上必要な協力を行うとともに，発注者に報告しなければならない。受注者の下請負人等（要綱第７条第２項に規定する下請負人等をいう。）が暴力団等から不当介入を受けたときも同様とする。
（権利の移転）

第17条　受注者は，発注者の承諾を得ずに，この契約上の権利の全部又は一部を譲渡し，又は担保に供してはならない。

（契約期間終了等の処置）

第18条　契約期間が終了し，又はこの契約が解除により終了したときには，発注者は頭書に定める設置場所において物件を受注者に返還するものとし，受注者は直ちに受注者の負担により物件の撤去を行うものとする。ただし滅失した物件についてはこの限りではない。
（契約外の事項）

第19条　この契約に定めのない事項またはこの契約の履行について疑義が生じたときには，必要に応じて発注者と受注者とが協議して定めるものとする。

発注者及び受注者は，この契約の締結を証するため本書２通を作成し，発注者と受注者が記名押印のうえ各自１通を保有する。

【別記１】賃借料及び契約保証金

１．賃借料

（1）賃借料

	月額

	億

	千

	百


	拾

	万

	千

	百

	拾

	円


	

	

	うち消費税及び地方消費税額


	千 

	百 

	拾 

	万 

	千 

	百 

	拾 

	円 

	


（2）契約期間に端数が生じた場合の取扱い

契約期間に１ヶ月未満の端数が生じた場合の賃借料については，日割計算とし，次式により出して得た額とする。ただし１円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。

賃　 借 　料

　　　　　　　　　　　　　×　賃 借 日 数

当 該 月 の 日 数
２．賃借料の支払方法

発注者は受注者に対して，賃借料を毎月ごとに支払うものとする。

３．賃借料の請求方法

受注者は発注者に対して，使用月の翌月10日までに，前月分の賃借料について請求書により請求を行うものとする。

４．契約保証金

契約保証金は免除とする。

（案）
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- 1 -　　　　　　　　　　　　　　（保守有り様式：H24-07版）

